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         （単位：千円）

金　　　額 前　　　　期 金　　　額

　　流　動　資　産 2,835,816 　　流　動　負　債 9,607,302
現 金 及 び 預 金 1,514,851 買 掛 金 112,225
商 品 230,786 営 業 外 支 払 手 形 2,489,696
未 収 入 金 502,459 短 期 借 入 金 599,929
前 払 費 用 325,885 一年内返済予定長期借入金 1,676,008
繰 延 税 金 資 産 170,958 未 払 費 用 551,196
そ の 他 91,406 未 払 金 3,653,548
貸 倒 引 当 金 △ 532 貯 玉 預 り 金 297,157

未 払 法 人 税 等 11,803
　　固　定　資　産 26,773,478 賞 与 引 当 金 50,865
　　 有形固定資産 23,783,160 そ の 他 164,871

建 物 11,959,445
構 築 物 972,062 　　固　定　負　債 14,789,963
車 両 運 搬 具 768 長 期 営 業 外 支 払 手 形 1,556,093

工 具 器 具 備 品 6,611,853 社 債 505,000
土 地 4,239,031 長 期 借 入 金 9,731,145

預 り 敷 金 24,673
     無形固定資産 105,961 長 期 未 払 金 2,002,529

電 話 加 入 権 5,156 退 職 給 付 引 当 金 558,088
ソ フ ト ウ エ ア 99,760 長 期 預 り 保 証 金 215,555
商 標 権 1,044 資 産 除 去 債 務 63,896

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 132,980
     投資その他の資産 2,884,356 24,397,265

投 資 有 価 証 券 41,951

出 資 金 15,759 　　株　主　資　本 5,210,482
長 期 貸 付 金 88,842 資　　　本　　　金 2,142,750
長 期 前 払 費 用 240,202 資　本　剰　余　金 403,000
敷 金 ･ 保 証 金 1,689,961 　　資　本　準　備　金 403,000

保 険 積 立 金 123,161 利　益　剰　余　金 2,664,732
会 員 権 8,036 　　利　　益　　準　　備　　金 1,600
繰 延 税 金 資 産 597,769 　　そ の 他 利 益 剰 余 金 2,663,132
そ の 他 81,197 　　    繰 越 利 益 剰 余 金 2,663,132
貸 倒 引 当 金 △ 2,525 　  評価・換算差額等 1,546

その他有価証券評価差額金 1,546
5,212,029

29,609,294 29,609,294

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸  借  対  照  表
（平成23年12月31日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

　負債及び純資産合計　　資　産　合　計

科　　　　目 科　　　　目　

　　純　資　産　の　部
　　負　　債　　合　　計

　純　資　産　合　計
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                               （単位：千円）

118,072,750

116,122,039

売　 上　 総　 利 　益 1,950,711

2,263,696

312,985

受 取 利 息 配 当 金 3,564

為 替 差 益 4,920

匿 名 組 合 投 資 益 2,306,204

そ の 他 83,436 2,398,125

支 払 利 息 579,777

社 債 利 息 40,399

支 払 手 数 料 191,317

為 替 差 損 127,017

そ の 他 4,553 943,065

経　　常　　利　　益 1,142,075

固 定 資 産 売 却 益 76,539 76,539

固 定 資 産 除 却 損 148,931

減 損 損 失 63,049

災 害 損 失 474,321
資産除去債務会計基準の
適 用 に 伴 う 影 響 額 31,289 717,592

501,023

112,712

212,713

175,597

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

損　益　計　算　書

営 業 外 費 用

至　平成23年12月31日

自　平成23年　1月 1日

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

特 別 利 益

営 業 外 収 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

営 業 損 失

科　　　　目 金　　               　額

法人税、住民税及び事業税
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（単位：千円）

資本剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前 期 末 残 高 2,142,750 403,000 1,600 2,487,535 5,034,885

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 利 益 175,597 175,597

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 （純額 ）

事業年度中の変動額合計 - - - 175,597 175,597

当 期 末 残 高 2,142,750 403,000 1,600 2,663,132 5,210,482

評価・換算差額等

前 期 末 残 高 3,785 5,038,670

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当 期 純 利 益 175,597

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 （純額 ）

△ 2,238 △ 2,238

事業年度中の変動額合計 △ 2,238 173,358

当 期 末 残 高 1,546 5,212,029

利益剰余金

資本準備金
資本金

利益準備金

その他有価証券
評価差額金

純資産合計

株主資本合計

株　　　　主　　　　資　　　　本

株主資本等変動計算書
自  平成23年 1月  1日
至　平成23年12月31日
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個 別 注 記 表 

 
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 
１．資産の評価基準及び評価方法 
（1） 有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券 

・時価のあるもの････････決算日の市場価格等に基づく時価法 
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 
 

 
・時価のないもの････････移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合への出資(金融商品取引法第2条第2項により有
価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応
じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法

によっております。 
 
（2） たな卸資産の評価基準及び評価方法 
    商品･･････････････････移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 
    

 

２． 固定資産の減価償却の方法 
    有形固定資産･･･････････定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）について

は定額法を採用しております。 
取得価額が100千円以上200千円未満の減価償却資産については、3年間で

均等償却する方法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建        物 ･･････  6年～39年 

工具器具備品 ･･････  2年～10年 

    無形固定資産･･･････････定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

（５年）に基づいております。 

 

３. 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金･･･････････････貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債 

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。  

（2） 賞与引当金･･･････････････従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額を計上 

しております。 

（3） 退職給付引当金･･･････････従業員の退職金支払に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見 

  込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数( 5年)による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しております。 

（4） 役員退職慰労引当金 ･････役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要 

支給額を計上しております。 
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４. その他計算書類の作成のために基本となる重要な事項 

 

（１）外貨建の資産及び負債の 

          本邦通貨への換算基準･･･外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額 
は損益として処理しております。 

（２）オペレーティング・リース 

  （匿名組合方式）の会計処理･・当社は平成13年8月に航空機リースを事業とする匿名組合への参加契約 

               （出資金1,332,172千円、契約期間12年）を締結しております。出資に係る損

益は、同組合が定める計算期間及び当社持分相当額により当事業年度に属す

る額を匿名組合投資益として処理しております。なお、この匿名組合への出

資額残高は、当事業年度末において精算済みであります。 

 

（３）消費税等の会計処理･･････消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き処理によっております。 

 

５.重要な会計方針の変更 

  （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

    当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用して

おります。 

    これにより、当事業年度において、営業損失は3,687千円増加し、経常利益は3,687千円、税引前当期純利

益は34,977千円減少しております。また、当会計基準の適用開始による資産除去債務の変動額は63,076千円

であります。   

 

【貸借対照表に関する注記】 

1. 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金                 517,881千円 

建物       8,961,803千円 

土地         3,965,098千円 

保険積立金                  93,909千円 

 13,538,692千円 

 

担保付債務は次のとおりであります。 

一年内返済予定長期借入金           1,082,941千円 

長期借入金                  6,138,610千円 

短期借入金                                   359,929千円 

 

2. 有形固定資産減価償却累計額                    20,398,492千円 
 なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

 

3. 取締役との間の取引による取締役に対する金銭債権債務 
短期金銭債権                 15,320千円 

長期金銭債権                   65,433千円 

短期金銭債務                   40,000千円 

長期金銭債務                 110,000千円 
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【株主資本等変動計算書に関する注記】 

(1)発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末 

普通株式 33,729株 - - 33,729株 

(注)発行済株式数の増加はありません。 
 

(2)当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

    該当事項はありません。 
 
(3)事業年度末日における新株予約権に関する事項 
 
  第1回新株予約権 第2回新株予約権 

  平成16年9月2日 平成18年6月1日 

目的となる株式の種類 普 通 株 式 普 通 株 式 

目的となる株式の数 320株 60株 

新 株 予 約 権 の 残 高 320個 60個 

 
 
【賃貸等不動産に関する注記】 
当事業年度（自 平成23年1月1日 至 平成23年12月31日） 
 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
 
 
【金融商品に関する注記】  
当事業年度（自 平成23年1月1日 至 平成23年12月31日） 

1. 金融商品の状況に関する事項 
（１）金融商品に対する取組方針 
   当社は、事業計画に照らして、必要な資金を主に金融機関等により調達しております。 
（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
   投資有価証券は、主に業務上の関係を有する会社の株式を保有するものであり、市場価格の変動 
リスクに晒されております。 
 敷金・保証金は、建物賃貸借契約に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。当

該リスクについては、財務経理部において差入先の信用状況を定期的に把握することを通じて、リス

クの軽減を図っております。 
 営業外支払手形・未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。借入金及び社債は、

主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利であるた

め金利の変動リスクに晒されておりますが、新規資金の調達時に見直し検討しております。これらの

債務は、流動性リスクに晒されておりますが、月次に資金繰計画を作成・更新することにより、手元

流動性の維持を図り、流動性リスクを管理しております。 
 なお、デリバティブ取引は利用しておりません。 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 
       金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され     
      た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提 
      条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 
平成 23年 12月 31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません。 

 貸借対照表計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

（１）現金及び預金 
（２）投資有価証券 
    上場株式 

1,514,851 
 

9,213 

1,514,851 
 

9,213 

－ 
 
－ 

資産計 1,524,064 1,524,064 － 
（１）営業外支払手形 
（２）未払費用 
（３）未払金 
（４）貯玉預り金 
（５）長期営業外支払手形 
（６）社債 

2,489,696 
551,196 

3,653,548 
297,157 

1,556,093 
505,000 

2,489,696 
551,196 

3,653,548 
297,157 

1,515,148 
488,728 

－ 
－ 
－ 
－ 

40,945 
16,272 

負債計 9,052,692 8,995,475 57,217 
 
（注）１．金融商品の時価の算定方法 
 資産 
（１）現金及び預金、 
   預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価格に近似していることから、当該帳簿価格によっており 

ます。 
（２）投資有価証券 
    上場株式の時価は、市場価格によっております。 
   
負債 

 （１）営業外支払手形、（２）未払費用、（３）未払金、（４）貯玉預り金 
     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格に近似していることから、当該帳簿価格によってお

ります。 
 （５）長期営業外支払手形 
      長期営業外支払の時価の算定は、国債の利回りを基礎とした利率で割り引いた現在価値によっておりま

す。 
（６）社債 
      社債の時価の算定は、元利金の合計額を、新規に同様の社債発行を行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値によっております。 
 
   ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区  分 貸借対照表計上額（千円） 
（１）投資有価証券 

非上場株式     （※１） 
（２）敷金・保証金    （※２） 
（３）短期借入金    （※３） 
（４）一年内返済予定長期借入金（※３） 
（５）長期借入金      （※３） 
（６）長期未払金   （※３） 

 
32,738 

1,689,961 
599,929 

1,676,008 
9,731,145 
2,002,529 

 
      （※１）市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（２）投資有価証券

には含めておりません。 
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（※２）償還予定時期を合理的に見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められる 
   ことから、時価の開示は行っておりません。 
 
（※３）金融機関からの借入及びリース会社からの割賦債務については、返済がリスケジュールされてお

ります。このため将来キャッシュ・フローを見積ることが極めて困難と認められることから、時価

の開示は行っておりません。 
        
 

【税効果会計に関する注記】 

1.繰延税金資産の発生の主な原因 

①流動資産の部 

  繰延税金資産 

賞与引当金                         20,539千円 

   未払事業所税             24,060千円 

   未払事業税               4,324千円 

    貯玉預り金              119,992千円 

   貸倒引当金              215千円 

    未払社会保険料             2,984千円 

     繰延税金資産合計            172,115千円 

 

          繰延税金負債 

建物               △1,157千円 

繰延税金負債合計                   △1,157千円 

繰延税金資産の純額         170,958千円 

     

 

 ②固定資産の部 

   繰延税金資産 

減価償却超過額            220,555千円 

    退職給付引当金            197,172千円 

    役員退職慰労引当金         46,981千円 

    定期借地権償却超過額          9,204千円 

    減損損失                 167,051千円 

        土地借地権             25,235千円 

会員権評価損             5,490千円 

資産除去債務              22,574千円 

貸倒損失              5,673千円 

          その他                           7,242千円 

    繰延税金資産小計                    707,182千円 

          評価性引当額           △97,849千円 

     繰延税金資産合計            609,333千円 

 

    繰延税金負債 

     建設協力金                          1,309千円 

        建物                9,408千円 

   その他有価証券評価差額                845千円 

    繰延税金負債合計                     11,563千円  

    繰延税金資産の純額                  597,769千円 
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2.法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の修正 

   平成23年12月2日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改

正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要

な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年4月1日以降開始する

事業年度より法人税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

に使用される法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。 

   平成24年12月31日まで              40.38％ 

   平成25年1月1日から平成27年12月31日までで  37.71％ 

   平成28年1月1日以降               35.33％ 

   この税率の変更により繰延税金資産の純額が85,678千円減少し、当事業年度に費用計上された法人税等調

整額の金額が85,798千円増加しております。 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

役員及び個人主要株主等 

関連当事者

の名称 

役 職 議決権の所有

（被所有） 

割合（％） 

取引の内容 取引金額 

（千円） 

科 目 期末残高 

（千円） 

美山正広 代表取締役 （被所有） 

直接67.30 

個人に対する 

短期立替 

15,320 立替金 15,320 

個人に対する 

長期貸付 

61,633 長期貸付金 61,633 

少人数私募債 100,000 社債 100,000 

借入金に対する 

債務被保証 

11,354,790 ― 11,354,790 

美山義雄 常務取締役 （被所有） 

直接3.47 

個人からの 

短期借入 

40,000 短期借入金 40,000 

少人数私募債 5,000 社債 5,000 

借入金に対する 

債務被保証 

27,703 ― ― 

美山蘭子 代表取締役の

近親者 

（被所有） 

直接0.89 

間接20.75 

借入金に対する 

債務被保証 

14,922 ― ― 

 

（注）１ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

     代表取締役美山正広への貸付条件については、返済期限平成25年12月25日とし、貸付利率は当社で

の平均調達コストを勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

常務取締役美山義雄からの借入条件について、当初返済期限を平成22年11月30日としておりました

が、返済期日の変更により西川口店の不動産売却を行う平成24年度とし、貸付利率は当社での平均調

達コストを勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

     債務被保証については、当社の借入金に対する連帯保証であり、保証料の支払い及び担保の提供はあ

りません。 
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【一株当たり情報に関する注記】 

① 1株当たり純資産額      154,526円65銭  

② 1株当たり当期純利利益      5,206円11銭 

 

【減損損失に関する注記】 

減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

用  途 種   類 場   所 減損損失 

事業用資産 建物、土地 埼玉県 プラット西川口店 63,049千円 

当社は、営業拠点については営業所別、賃貸用資産及び遊休資産については当該資産物件別 

に資産のグルーピングを行っております。 

当事業年度について、プラット西川口店（平成23年1月閉店）については、当事業年度末に 

おいて売却の予定があるため、帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失 

として特別損失に計上しております。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しております。 

減損損失の内訳は以下のとおりであります。 

 事業用資産 

建  物 28,357千円 

土  地 34,692千円 

計 63,049千円 

 

 

【災害損失に関する注記】 

 当事業年度において、当社は以下のとおり災害損失を計上しました。 

用  途 種   類 場   所 災害損失 

事業用資産 建物、土地等 茨城県 アールつくば店 474,321千円 

平成23年3月に発生した東日本大震災による損失を計上しており、災害損失の内訳は以下のとおりであり

ます。 

 

 事業用資産 

建  物 259,902千円 

土  地 104,866千円 

そ の 他 109,551千円 

計 474,321千円 

 

 

【財務制限条項に関する注記】 

借入金のうち、5,530,276 千円には財務制限条項がついており、下記の条項に抵触した場合、借入金は該当す

る借入先に対し借入金を一括返済することになっております。(複数ある場合は条件の厳しい方を記載しており

ます) 

① 自己資本の額が、前年度比75％以上であること。 
② 営業利益が、2期連続してマイナスにならないこと。 
③ 税引前当期純利益が、2期連続してマイナスにならないこと。 

 


